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ＩＴＵ－Ｒ部会審議状況概要報告

資料５６－３－２
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ＩＴＵ－Ｒ部会の任務

審議事項

「国際電気通信連合（ＩＴＵ）無線通信総会（ＲＡ）への対処について」

（平成６年１月２４日付け電気通信技術審議会諮問第１号）

○ 国際電気通信連合無線通信部門（ＩＴＵ－Ｒ）における、無線通信
総会（ＲＡ）、各研究委員会（ＳＧ）及び無線通信アドバイザリグ
ループ（ＲＡＧ）等の会合に提出される寄書、勧告案及び研究課題
に対する評価、対処方針

○ ＩＴＵ－Ｒの望ましい作業計画等

について調査審議を行う。
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○ 研究体制
・ 平成１５年６月に開催された無線通信総会（ＲＡ－０３）において、

次総会までの研究会期（平成１５年～平成１９年）における構成及び
研究対象等を決定。（別紙１ー１）

○ 活動概況
・ 平成１９年度においては、同年１０月に開催する無線通信総会

（ＲＡ－０７）及び世界無線通信会議（ＷＲＣ－０７）に向けた議論が盛ん。
・ ＲＡ－０７に向けては、次期研究会期におけるＩＴＵ－ＲのＳＧ構成の

見直しに関して、議論。最終的に、７つのＳＧを６つのＳＧ構成と
することを合意。（別紙１－２）

・ 平成１９年１月から１２月までの間に合計２００件の勧告を承認。

ＩＴＵ－ＲのＳＧ等の活動状況等



3

○ 委員会の設置

・ ＩＴＵ－Ｒ部会では、ＩＴＵ－ＲのＳＧ等会合に対して、我が国から提出

する寄書、対処方針、承認手続きに付される勧告案及び研究課題案に

対する評価等についての調査を適切かつ効率的に行うため、ＩＴＵ－Ｒ

の組織構成に対応し、委員会を設置。（別紙２ー１）

○ 委員会の構成の変更

・ 平成２０年１月のＩＴＵ－Ｒ部会において、ＲＡ－０７の結果を受け、

委員会構成を変更。 （別紙２ー２）

ＩＴＵ－Ｒに対応する国内の審議体制等



4

○ 会合の開催状況

・ 第１１回ＩＴＵ－Ｒ部会

無線通信総会（ＲＡ－０７）の対処のために、各ＳＧから提出される勧
告案勧告案等の評価、研究課題・研究体制の妥当性について審議。

その結果をふまえ、「国際電気通信連合無線通信総会への対処につ
いて」に対する一部答申を行った。

・ 第１２回ＩＴＵ－Ｒ部会

平成１９年１月以降のＩＴＵ－Ｒ部会各委員会における活動状況報告、
ＩＴＵ－Ｒ部会における委員会の構成の変更、ＩＴＵ－Ｒ部会審議状況報
告（案）等について審議。

・ ＩＴＵ－Ｒ部会の下に設置されている８の委員会は、平成１９年１月から
同年１２月までの間に、合計で１１回の会合を開催し、ＳＧ等会合への対
処等について審議。

ＩＴＵ－Ｒ部会等の審議概要
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○ 我が国は勧告作成に向けて多数の寄書を提出。

○ 我が国からＳＧ会合等に多数の専門家が出席。

・ 日本メンバーからの提出寄書件数（別紙３）
全体１４５３件、うち日本寄書は１０１件（全体の７．０％）

（平成１８年（１月～１２月）に提出された寄書件数は計２３０５件、うち日本寄書は１４６件（全体の６．３％））

・ ＩＴＵ－R ＳＧ会合等への延べ参加者数（別紙４）
全体３３０９名、うち日本からは２４１名（全体の７．３％ ）

（平成１８年（１月～１２月）の参加者数は計４７６１名、うち日本からは５０２名（全体の１０．５％））

・ 承認された勧告数（別紙５）
新規５８件、改訂１０１件、削除４１件 合計２００件
（平成１８年（１月～１２月）は、新規３９件、改訂５９件、削除４件 合計１０２件）

・ 前研究会期のＩＴＵ－R ＳＧ等における日本からの役職者一覧（別紙６ー１）
（我が国から４名のＳＧ副議長をはじめ、数多くの役職を引き受けるなど積極的に貢献。）

・ 今研究会期のＩＴＵ－R ＳＧ等における日本からの役職者一覧（別紙６－２）
（我が国から１名のＳＧ議長及び２名の副議長が選出されている。）

ＩＴＵーＲ活動への貢献
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○ 積極的に対応を行っている主な検討項目は以下のとおり （別紙７～別紙１５）

・ 高速電力線搬送通信及び国際的な周波数監理枠組の見直し（ＳＧ１関連）

・ 無線アクセスシステムの広帯域化に対応した伝搬特性推定法の改善（ＳＧ３関連）

・ 衛星ＩＰネットワークにおけるＱｏＳについて（ＳＧ４関連）

・ 移動体受信向けマルチメディア放送（ＳＧ６関連）

・ ＵＴＣの将来問題に関する審議（ＳＧ７関連）

・ ＩＭＴ－２０００の高度化及びその後継システムに関する検討（ＳＧ８関連）

・ ＲＮＳＳシステムの共用検討（ＳＧ８関連）

・ ミリ波通信・光空間通信システムの標準化（ＳＧ９関連）

・ ＳＧ構成の再編について（ＲＡＧ関連）

ＩＴＵ－Ｒ部会各委員会の主な検討項目
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ＩＴＵ－Ｒ部会等における今後の活動方針について

[地上業務委員会]（ＳＧ５）

移動業務と固定業務を一体的に扱う地上系のグループとして、地
上系無線通信システムの標準化に積極的な貢献を行う予定である。

[作業計画委員会]（ＲＡＧ）

新しいＳＧ構成のもと、研究活動がより一層効率的・効果的に行われ
るよう、作業方法の見直し等を検討していく予定である。

[衛星業務委員会]（ＳＧ４）

あらたに「移動衛星業務」を研究対象に含め、共用検討に必要な
アンテナパターンの検討や衛星IPネットワークに関する検討を進め

て、研究活動に貢献していく予定である。

[科学業務委員会]（ＳＧ７）

うるう秒の扱いに関する検討に対応する他、地球観測ハンドブック
（EESSの特性などを記載）の改訂やＷＲＣ－１１の議題に関係した干
渉検討の方法等に関する研究への対応を行っていく。

[電波伝搬委員会]（ＳＧ３）

引き続き、次世代移動通信の広帯域化や放送のデジタル化に伴
う新たなシステム導入等の動向を視野に入れ、サービスエリア設計
に重要となる屋外短距離伝搬に関する研究の進展や、屋内・屋外で
の周波数共用検討に必要となる建物侵入損失推定法の新勧告策定
に向けて積極的な貢献を行っていくこととする。

[放送業務委員会]（ＳＧ６）

ＰＬＴシステムからの放送システムの保護要求について、これまでＳＧ
６において検討が進められＲＡ－０７に勧告案が提出されたが、審議の
結果、ＳＧ６にて他のSGや関係機関と連携して再度内容を見直すこと

となった。今後、国内の検討結果等も踏まえ、対処を検討してく予定で
ある。

[スペクトラム管理委員会]（ＳＧ１）

高速電力線搬送通信の検討を進める他、ＷＲＣ－１１の議題でも
ある国際的な周波数監理の枠組の見直しに関する研究や、２７５－
３０００ＧＨｚの周波数利用及び自由空間光伝送に関する規則の研究
について、我が国としての対応を検討していく予定である。

新しい体制下での研究活動がより効率的に行われるよう留意しつつ、
我が国が強みを有する分野を中心に研究活動に貢献をしていく予定で
ある。その際、我が国の国際競争力強化策の検討状況も鑑み、国際標
準化体制の強化や標準化人材の確保などの観点も踏まえて活動を
行っていくこととする。
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前研究会期のＩＴＵ－Ｒの構成

ＲＡＧ 無線通信アドバイザリグループ

ＩＴＵ－Ｒの作業の優先順位及び戦略等の見直し、作業計画の進捗状況の評価

全権委員会議ＰＰ
最高意思決定機関

無線通信総会 ＲＡ
研究課題設定、勧告の承認等

ＳＧ４ 固定衛星業務

固定衛星業務に関する軌道/スペクトラムの有効活用、システム等に関する研究

ＳＧ６ 放送業務

一般大衆に向けて配信することを目的とし、映像、音声、マルチメディア及びデータサービスを含む無線通信による放送（地上及
び衛星）に関する研究

ＳＧ８ 移動業務、無線測位業務、アマチュア業務及び関連する衛星業務

移動業務、無線測位業務、アマチュア業務及び関連する衛星業務のシステムとネットワークに関する研究

ＳＧ９ 固定業務

地上局により運用している固定業務のシステムとネットワークに関する研究

ＳＧ３ 電波伝搬

無線通信システムの向上を目的とした、電離媒質及び非電離媒質中における電波伝搬並びに電波雑音特性に関する研究

研究委員会 ＳＧ

会議準備会合
ＣＰＭ

ＷＲＣの準備

世界無線通信会議
ＷＲＣ

無線通信規則の改正等

地域無線通信会議
ＲＲＣ

地域における無線通信に関する協定
等の協議

（４年毎に開催）

（３～４年毎に開催）

平成１９年１０月（ＲＡ－０７開催前）現在

別紙１－１

ＳＧ７ 科学業務

宇宙運用、宇宙研究、地球探査、気象、遠隔計測、電波天文、レーダ天文、周波数標準、報時信号等に関する研究

ＳＧ１ 周波数計画、利用、技術、分配及び監視

周波数管理の原則及び技術、周波数共用の一般原則、周波数監視、周波数利用の長期戦略等に関する研究
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ＲＡＧ 無線通信アドバイザリグループ

ＩＴＵ－Ｒの作業の優先順位及び戦略等の見直し、作業計画の進捗状況の評価

全権委員会議ＰＰ
最高意思決定機関

無線通信総会 ＲＡ
研究課題設定、勧告の承認等

ＳＧ１ 周波数計画、利用、技術、分配及び監視

周波数管理の原則及び技術、周波数共用の一般原則、周波数監視、周波数利用の長期戦略等に関する研究

ＳＧ４ 衛星系業務

固定衛星、移動衛星、放送衛星、無線測位衛星業務のためのシステムとネットワークに関する研究

ＳＧ６ 放送業務

一般大衆に向けて配信することを目的とし、映像、音声、マルチメディアとデータサービスを含む無線通信放送に関する研究

ＳＧ７ 科学業務

宇宙運用、宇宙研究、地球探査、気象、遠隔計測、電波天文、レーダ天文、周波数標準、報時信号等に関する研究

ＳＧ５ 地上系業務

固定、移動、無線測位、アマチュア及びアマチュア衛星業務のシステムとネットワークに関する研究

ＳＧ３ 電波伝搬

無線通信システムの向上を目的とした、電離媒質及び非電離媒質中における電波伝搬並びに電波雑音特性に関する研究

研究委員会 ＳＧ

会議準備会合
ＣＰＭ

ＷＲＣの準備

世界無線通信会議
ＷＲＣ

無線通信規則の改正等

地域無線通信会議
ＲＲＣ

地域における無線通信に関する協定等
の協議

（４年毎に開催）

（３～４年毎に開催）

今研究会期のＩＴＵ－Ｒの構成

平成２０年１月３１日現在

別紙１－２
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（部会長：根元 義章 東北大学大学院教授）

（会長：庄山 悦彦 （株）日立製作所会長）

スペクトラム管理委員会（担当：ＳＧ１） （主査：小川 博世 （独）情報通信研究機構センター長）

（主査：佐藤 明雄 東京工科大学教授）

（主査：加藤 寧 東北大学大学院教授）

作業計画委員会（担当：ＲＡＧ） （主査：小林 哲 （社）電波産業会常務理事）

（主査：伊東 晋 東京理科大学教授）

※放送業務委員会、移動業務委員会及び固定業務
委員会に合同ワーキンググループとして設置

移動業務委員会（担当：ＳＧ８ ）

情報通信審議会

情報通信技術分科会

ＩＴＵ－Ｒ部会

科学業務委員会（担当：ＳＧ７ ） （主査：飯田 尚志 （独）情報通信研究機構研究高級研究員）

固定業務委員会（担当：ＳＧ９ ） （主査：斉藤 利生 日本電信電話（株）電波室長）

前研究会期のＩＴＵ－Ｒへの対応のための国内審議体制

放送業務委員会（担当：ＳＧ６ ）

電波伝搬委員会（担当：ＳＧ３）

固定衛星業務委員会（担当：ＳＧ４ ）

ワーキンググループ

移動衛星ワーキンググループ

航空海上移動ワーキンググループ

陸上移動ワーキンググループ

IMTワーキンググループ

時間周波数ワーキンググループ

2.5GHz帯共用検討ワーキンググループ※

固定衛星ワーキンググループ

2.5GHz帯共用検討ワーキンググループ※

2.5GHz帯共用検討ワーキンググループ※

（分科会長：土居 範久 中央大学 理工学部 教授）

（主査：髙畑 文雄 早稲田大学教授）

平成２０年１月７日現在

別紙２－１
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（部会長：根元 義章 東北大学大学院教授）

（会長：庄山 悦彦 （株）日立製作所会長）

スペクトラム管理委員会（担当：ＳＧ１） （主査：小川 博世 （独）情報通信研究機構センター長）

（主査：佐藤 明雄 東京工科大学教授）

（主査：加藤 寧 東北大学大学院教授）

作業計画委員会（担当：ＲＡＧ） （主査：小林 哲 （社）電波産業会常務理事）

（主査：伊東 晋 東京理科大学教授）

地上業務委員会（担当：ＳＧ５ ）

情報通信審議会

情報通信技術分科会

ＩＴＵ－Ｒ部会

科学業務委員会（担当：ＳＧ７ ） （主査：飯田 尚志 （独）情報通信研究機構研究高級研究員）

今研究会期のＩＴＵ－Ｒへの対応のための国内審議体制

放送業務委員会（担当：ＳＧ６ ）

電波伝搬委員会（担当：ＳＧ３）

衛星業務委員会（担当：ＳＧ４ ）

ワーキンググループ

航空海上移動ワーキンググループ

IMTワーキンググループ

時間周波数ワーキンググループ

衛星業務ワーキンググループ

（分科会長：土居 範久 中央大学 理工学部 教授）

（主査：髙畑 文雄 早稲田大学教授）

平成２０年１月３１日現在

別紙２－２

移動衛星ワーキンググループ

固定ワーキンググループ

陸上移動ワーキンググループ

注：WPの構成が変更された場合、WG構成を見直す

※防災関係の無線システムの検討が主にSG5関連会合で行われているため、地上業務委員会にPPDR SWGを設置する。

ただし、必要に応じて、SG5以外の会合への対処も検討する。
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寄書提出状況（H19.1-H19.12）
別紙３

　　　研究委員会（ＳＧ） SG1 SG3 SG4 SG6 SG7 SG8 SG9 RAG 合計

WP/TG/JRG以上の会合数 4 5 3 7 5 8 6 1 39

主管庁 2 1 1 4
寄 ＲＯＡ 0 5 6 5 0 7 18 1 42

ＮＴＴコミュニケーションズ（株） 0
書 ＫＤＤＩ（株） 2 3 5

日本放送協会 4 1 5
の ソフトバンクテレコム（株） 2 2

（社）日本民間放送連盟 1 1
件 （株）ＮＴＴドコモ 1 2 1 18 1 23

ソフトバンクモバイル（株） 2 1 3
数 ＪＳＡＴ（株） 1 1

宇宙通信（株） 1 1
（株）放送衛星システム 1 1
（株）イー・モバイル 0
（株）イー・アクセス 0
（株）ウィルコム 0

（

ＳＩＯ 1 11 1 0 5 12 9 0 39
日本電信電話（株） 4 1 6 11

寄 日本電気（株） 1 1 2
富士通（株） 0

書 （株）日立製作所 1 1
沖電気工業（株） 0

案 三菱電機（株） 1 1
（株）東芝 0

作 パナソニック・モバイルコミュニケーションズ（株） 1 1
ソニー（株） 0

成 シャープ（株） 0
日本無線（株） 0

元 （財）日本ＩＴＵ協会 0
（独）情報通信研究機構 1 5 2 3 2 13

）

（財）航空保安無線システム協会 0
モバイル放送（株） 0
（株）三菱総合研究所 0
（株）ＭＣＣ 0
（独）宇宙航空研究開発機構 3 7 10
松下電器産業(株) 0

その他 3 8 26 2 39
提出寄書総数（日本関連） 2 16 4 13 5 41 20 1 102

うち日本寄書数 2 16 4 13 5 41 20 0 101
うちＡＰＴ共同提案 0 0 0 0 0 0 0 0 0

全寄書数 112 152 75 270 54 611 153 26 1453
全奇書数に対する日本の提出寄書の割合 1.8 10.5 5.3 4.8 9.3 6.7 13.1 0 7

注１　日本寄書とは、各委員会での審議の結果、日本寄書として提出されたものである。

注２　寄書数は、無線通信局長から回章が出されている会合向けの寄書を計上している。
注３　ＪＷＰ等の合同会合については、該当する複数のＳＧそれぞれに計上している。
注４　複数機関により作成した寄書があるため、縦の欄の合計とは一致しない。
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SG会合等出席者数（H19.1-H19.12）
別紙４

　　　研究委員会（ＳＧ） SG1 SG3 SG4 SG6 SG7 SG8 SG9 RAG 合計

WP/TG/JRG以上の会合数 4 5 3 7 5 8 6 1 39
主管庁出席者 2 5 9 5 1 22

ＲＯＡ出席者数 1 10 3 31 0 33 6 3 87
ＮＴＴコミュニケーションズ（株） 0
ＫＤＤＩ（株） 2 12 1 15
日本放送協会 23 1 24
ソフトバンクテレコム（株） 6 6

出 （社）日本民間放送連盟 1 7 2 10
（株）ＮＴＴドコモ 2 1 10 6 1 20
ソフトバンクモバイル（株） 2 4 6
ＪＳＡＴ（株） 0
宇宙通信（株） 0
（株）放送衛星システム 1 1
（株）イー・モバイル 0

席 （株）イー・アクセス 4 4
（株）ウィルコム 1 1

ＳＩＯ出席者数 2 15 2 5 10 41 17 1 93
日本電信電話（株） 10 1 9 20
日本電気（株） 8 8

者 富士通（株） 3 3
（株）日立製作所 8 8
沖電気工業（株） 0
三菱電機（株） 1 3 4

数 （株）東芝 4 2 6
パナソニック・モバイルコミュニケーションズ（株） 3 3 6
ソニー（株） 0
シャープ（株） 2 2
日本無線（株） 1 1
（財）日本ＩＴＵ協会 1 1
（独）情報通信研究機構 2 2 1 1 6 8 20
（財）航空保安無線システム協会 0
モバイル放送（株） 0
（株）三菱総合研究所 0
（株）ＭＣＣ 0
（独）宇宙航空研究開発機構 9 1 10
松下電器産業(株) 1 3 4
その他 3 5 3 27 1 39

日本からの出席者数合計 8 30 5 41 13 110 28 6 241
うち総務省参与発令者数 0 5 1 5 3 19 6 1 40

会合への全出席者数 413 327 165 389 227 1305 353 130 3309
1.9 9.2 3 10.5 5.7 8.4 7.9 4.6 7.3

注１　主管庁からの出席者には、総務省参与発令者を含まない。
注２　出席者数は、無線通信局長から回章が出されている会合への出席者を計上している。
注３　ＪＷＰ等の合同会合については、該当する複数のＳＧそれぞれに計上している。

全出席者に対する日本からの出席者数の割合
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勧告化の状況(H19.1-H19.12)
別紙５

計
R
A

T
A
P

P
S
A
A

計
ITU-R

決議44-
1

R
A

T
A
P

P
S
A
A

計
ITU-R

決議44-
1

R
A

T
A
P

P
S
A
A

計
R
A

T
A
P

P
S
A
A

ＳＧ１ 5 4 1 3 11 1 10 5 15 2 13 2 2

ＳＧ３ 6 2 4 27 4 23 33 6 27

ＳＧ４ 6 1 5 8 1 2 5 14 2 2 10

ＳＧ６ 11 7 4 20 11 9 31 18 13 6 6

ＳＧ７ 6 2 4 2 2 8 2 6 3 3

ＳＧ８ 1 1 19 3 16 1 15 1 4 3 7 1 2 34 1 4 6 23 9 9

ＳＧ９ 6 1 2 3 18 5 13 24 1 7 16 21 21

ＲＡＧ

合　計 1 6 58 2 17 39 0 1 101 1 5 26 69 1 7 159 1 7 43 108 0 0 41 12 0 29

注１　採択された勧告案：ＳＧ等会合において採択された勧告案の総数（２００７年中に承認されたものは除く。）

　　　承認された勧告：２００７年無線通信総会（ＲＡ－０７）又は郵便投票等により承認され、勧告として成立したものの総数

注３　「ＰＳＡＡ」については「採択」及び「承認」が同時に行われるが、どちらも「承認」の欄のみに記載欄を設けた。

注４　「改訂」の欄には改訂勧告、修正勧告及び更新の件数の和を計上している。

注５　合同会合については、該当する複数のＳＧそれぞれに計上している。

同時
採択
承認
手続
中

(PSAA)

承認された
勧告

採択
された
勧告案

期間中に削除された勧告数等

削　除

採択
された
勧告案

採択
された
勧告案

注２  ＲＡ：２００７年無線通信総会（ＲＡ－０７）の審議による承認; ＴＡＰ：郵便投票による標準的な手続き; ＰＳＡＡ：同時採択承認手続き

　　　ＩＴＵ－Ｒ決議４４－１：ＳＧにおいて承認される純粋な編集上の勧告修正　

同時
採択
承認
手続
中

(PSAA)

採択
された
勧告案

期間中に採択された勧告案数及び承認された勧告数等

新　規 改　訂 合　計

承認された
勧告同時

採択
承認
手続
中

(PSAA)

同時
採択
承認
手続
中

(PSAA)

承認された
勧告

承認された
勧告

ＳＧ

区分
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前研究会期のＩＴＵ－Ｒ ＳＧ等における日本からの役職者一覧（敬称略）

（２００７年１０月（ＲＡ－０７開催前）現在）

――――――ＲＡＧ

――WP9B議長：橋本 明（NTTﾄﾞｺﾓ）副議長：橋本 明（NTTﾄﾞｺﾓ）ＳＧ９

（WP8A）
吉野 仁（NTTﾄﾞｺﾓ）
（WP8D）
小坂 克彦（ARIB）
（WP8F）
石田 良英(ARIB)

WP8D議長：水池 健（KDDI）副議長：水池 健（KDDI）ＳＧ８

――WP7D議長：大石 雅寿（国立天文台）――ＳＧ７

（WP6A）

西田 幸博（NHK）
（WP6J）
菅原 正幸（NHK）
（WP6M）

武智 秀（NHK）
平川 秀治（東芝）

（WP6Q）

浦野 丈治（日本テレビ）

WP6A副議長：西田 幸博(NHK)
WP6M副議長：平川 秀治（東芝）
WP6Q副議長：渡辺 馨(NHK)
WP6S副議長：正源 和義(NHK)

副議長：熊田 純二（NHKｱｲﾃｯｸ）ＳＧ６

――――副議長：阿部 宗男（KDDI）ＳＧ４

――――――ＳＧ３

――――――ＳＧ１

ラポータＷＰ等議長／副議長ＳＧ議長／副議長

SG（Study Group:研究委員会）
RAG(Radiocommunication Advisory Group:無線通信アドバイザリグループ)
WP（Working Party:作業部会）

別紙６－１
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今研究会期のＩＴＵ－Ｒ ＳＧ等における日本からの役職者一覧（敬称略）
別紙６－２

（２００８年１月３１日現在）

※※――ＲＡＧ

※※――ＳＧ７

※※副議長：西田 幸博（NHK）ＳＧ６

※※議 長：橋本 明（NTTﾄﾞｺﾓ）ＳＧ５

※※副議長：阿部 宗男（KDDI）ＳＧ４

※※――ＳＧ３

※※――ＳＧ１

ラポータＷＰ等議長／副議長ＳＧ議長／副議長

SG（Study Group:研究委員会）
RAG(Radiocommunication Advisory Group:無線通信アドバイザリグループ)
WP（Working Party:作業部会）

※新研究会期の最初に開催されるＳＧ会合にて決定される予定。
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主な検討項目の審議概要 ～ 高速電力線搬送通信及び国際的な周波数監理枠組の見直し（ＳＧ１関連） ～

ＳＧ１及び関連WPの会合が２００７年６月１１日から１９日にかけて開催され、主に以下の２件が議

論された。

２ 国際的な周波数監理の枠組の見直し

移動と固定や、通信と放送など、従来の枠を跨ぐ新
しい技術（WiMAX、移動端末向け放送等）への対応
を目的。これまでの検討状況をWRC-07に報告。

【見直しの方向性：４つの案】
- 現在のやり方を維持

- 業務の定義を変更（例「移動・固定業務（除海上航空） 」）

- 干渉量不変を条件に、例えば、固定業務の代わりに移動

業務での使用を認めることにする。

- 業務定義を変更せず、分配表上の複数の業務を行う無線

局の通告を認めることにする。（例：「固定及び陸上移動」）

１ 高速電力線搬送通信（ＰＬＣ）

• 他の無線局への影響を軽減する観点から、制限
を設け、また対策を講じることなどを各国に推奨
する新勧告草案作成に向けて作業中。

• この草案には、制限や対策に係る具体的な指針
も盛り込む方向。その材料として、既に欧州や米
国の制度が取り上げられている。

米、日、ブラジルより寄書の入力があり、
① ＰＬＣから他の無線局を保護するための

新勧告草案の作業文書に、日本、ブラジ
ルのＰＬＣ制度も取り込まれた。

② 新たにＰＬＣの測定技術に関するレポー
ト案の作成に着手。我が国の妨害波の測
定方法が反映された。次回会合にて継続
検討。

【主要検討事項の結果】

WRC-07においては、WRC-11の議題とするこ
とを決定。WRC-11の議題となったことを受け、
今後SG1を中心として、帯域毎の共用研究を
含めたITU-Rでの検討が、本格化する見込み。

別紙７
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○WP3Kでは、屋外・屋内、短距離～長距離にかかる様々な状況におけるpoint-to-area伝搬特性の推定の研究を行っている。

○次世代移動通信の発展動向を視野に入れながら、広帯域移動通信環境における伝搬遅延プロファイルおよび到来角度プロ
ファイル推定法に関する勧告化を推進。3km程度まで適用可能な新勧告P.1816”The prediction of the time and spatial 
profile for broadband land mobile services using UHF and SHF bands”が成立。

○さらに、短距離伝搬（主として1km程度以下）の領域においては、我が国から多数の寄与文書を提出し、屋外の短距離伝搬に
関する勧告P.1411の改善に向けて検討しているところ。BWAやNWAのサービスエリア設計に重要。

○近年は、point-to-point通信システム間の干渉のみならず、point-to-point/point-to-areaシステム間の干渉が大きな問題と
なってきており、WP8F(現WP5D)での検討等とも関連して今後ますます重要になっていく見込み。

○WP3Kでは、屋外・屋内、短距離～長距離にかかる様々な状況におけるpoint-to-area伝搬特性の推定の研究を行っている。

○次世代移動通信の発展動向を視野に入れながら、広帯域移動通信環境における伝搬遅延プロファイルおよび到来角度プロ
ファイル推定法に関する勧告化を推進。3km程度まで適用可能な新勧告P.1816”The prediction of the time and spatial 
profile for broadband land mobile services using UHF and SHF bands”が成立。

○さらに、短距離伝搬（主として1km程度以下）の領域においては、我が国から多数の寄与文書を提出し、屋外の短距離伝搬に
関する勧告P.1411の改善に向けて検討しているところ。BWAやNWAのサービスエリア設計に重要。

○近年は、point-to-point通信システム間の干渉のみならず、point-to-point/point-to-areaシステム間の干渉が大きな問題と
なってきており、WP8F(現WP5D)での検討等とも関連して今後ますます重要になっていく見込み。

・（新勧告案関係）広帯域移動通信環境下にお
ける時間・空間プロファイル推定法

・（勧告P.1410関係）マイクロ波帯におけるハイト
ゲイン推定法

・（勧告P.1411関係）屋根越え伝搬路における伝
搬損失推定法

・（勧告P.1411関係）SHF帯ストリート環境伝搬モ
デル

・（勧告P.1411関係）セルタイプの定義

・（勧告P.1238関係）屋内伝搬損失係数値の追
加

・（勧告P.1238関係）静的環境における統計的
伝搬チャネルモデル

・（干渉関係）IMT系システムと既存システムとの
干渉評価法

WP3Kへの日本からの寄与文書(2007年) 広帯域移動通信環境における到来角度プロファイルのモデル化

BS

MS

① ③

④

⑤

Antenna
height

Distance

City Structure
(Average height)

Arrival angle

②

Level

①
② ③

④⑤

Power arrival 
angular profile

Instantaneous
power angular
profile

Short-term
power angular
profile

Long-term
power angular 
profile

AveragingArrival angle

Distance (m)

P
o
w

e
r

Distance (m)

Arrival angle

Arrival angle

Averaging

主な検討項目の審議概要 ～ 無線アクセスシステムの広帯域化に対応した伝搬特性推定法の改善（ＳＧ３関連） ～
別紙８
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ＳＧ４では、衛星ＩＰネットワークにおけるＱｏＳ（Ｑｕａｌｉｔｙ ｏｆ Ｓｅｒｖｉｃｅ）
の必要性を認識し、勧告化等に必要な検討を進めている。我が国は、ＦＳＳシステムと地上系無
線システムの連携に関する研究要素を提示するなど、衛星ＩＰネットワークにおけるＱｏＳ関連
の検討に積極的に寄与している。

ＱｏＳの概要
・ＱｏＳは、ある特定の通信のための帯域を予約し、一定の通信速度を保証する技術。
・音声や動画のリアルタイム配信(ラジオ・テレビ型のサービス)やＩＰ電話等、

通信の遅延や停止が許されないサービスにとって重要な技術。

検討課題
・ユーザー間の公平性
・トラヒック量制御
・異種システム連携時のエンド－エンドＱｏＳ制御

ＩＰ電話
（遅延の影響が大きい）

ＩＰ電話
（遅延の影響が大きい）

ＷＥＢサーバ
（遅延の影響が小さい）

ＷＥＢブラウジング
（遅延の影響が小さい）

ネットワーク
Ａ

トラヒック種別やＱｏＳに
応じた帯域の割り当て

ＦＳＳシステム

ネットワーク
Ｃ

ネットワーク
Ｂ

無線
システム

ＰＣ
携帯端末

主な検討項目の審議概要 ～ 衛星IPネットワークにおけるQoSについて（ＳＧ４関連） ～
別紙９
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主な検討項目の審議概要 ～ 移動体受信向けマルチメディア放送（ＳＧ６関連） ～

ＳＧ６において、２００７年１２月に「ハンドヘルド端末による移動体受信向けマルチメディア・
データ放送」の勧告が承認された。本勧告は、２００３年から検討を開始し、我が国も積極的に寄
与を行ってきた。その結果、標準的な６方式に我が国提案の３方式（ISDB-T、ISDB-TSB、BS.1130 
System E）が含まれることとなった。

米クアルコム
社が開発した
方式

欧州の地デジ
方式DVB-Tの携
帯端末向け版

デジタルラジ
オ（３セグ）

モバＨＯ！ワンセグ欧州のデジタ
ル音声放送方
式DABの改良版

概要

400 * 240400 * 240320 * 240320 * 240320 * 240320 * 240標準映像サイズ

a) 5MHz

b) 6MHz

c) 7MHz

d) 8MHz

a) 5MHz

b) 6MHz

c) 7MHz

d) 8MHz

3/14 of

a) 6MHz

b) 7MHz

c) 8MHz

25MHz1/14 of

a) 6MHz

b) 7MHz

c) 8MHz

1.712MHzチャンネル幅

映像：

H.264/AVC

音声：

HE AAC v2

映像：

H.264/AVC

音声：

HE AAC v2

映像：

H.264/AVC

音声：

AAC

映像：

H.264/AVC

音声：

AAC

映像：

H.264/AVC

音声：

AAC

映像：

H.264/AVC

音声：

HE AAC

主要コーデック

米国欧州日本日本日本韓国提案元

システムＭ

MediaFLO

システムＨ

DVB-H

システムＦ

ISDB-Tsb

システムＥ

BO.1130 
System-E

システムＣ

ISDB-T

システムＡ

T-DMB

別紙１０
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ＳＧ７では、ＵＴＣの将来問題に関する検討が行われている。２００７年９月のＷＰ７Ａにおいて、
うるう秒挿入によるＵＴＣ調整の手続きを廃止する勧告改訂草案が作成された。今後、幅広い分野で
意見交換を実施する。

うるう秒調整うるう秒調整

世界時 UT に対して UTC を
±0.9秒以内に保つよう、1秒

ステップで行われる調整

1961年から1971年まで標準

周波数のオフセットと時刻の

ステップ調整により世界時

UT に近似させていた原子時

（１秒の長さが TAI と異なる）

1972年からオフセット方式を廃止し、

「うるう秒」調整により UT1 に近似さ

せている原子時（１秒の長さがTAI と
同一）

「秒」の定義「秒」の定義

1967年国際度量衡総会（CGPM）にお

いて “１秒はセシウム１３３原子の基状

態の２つの超微細準位間の遷移に対

応する放射の 9,192,631,770 周期の

継続時間とする” と決定された。

’89’90’91’92’93’94’95’96’97’98’99’00’01’02’03’04’05

’58’59’60’61
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された場合の例
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主な検討項目の審議概要 ～ ＵＴＣの将来問題に関する審議（ＳＧ７関連） ～
別紙１１
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第４世代移動通信システム(IMT-Advanced)：

2010年頃の標準化を目指してITU-R SG8（今後は
SG5）において検討が進められているシステム

高速移動時で100Mbps、低速移動時で1Gbpsの実

現を目標

IMTと既存業務の共用検討に関する検討

○ WRC-07で特定するIMTの候補周波数におけるIMTと既存業務との共用検討を実施

○ 450-470MHz（各種業務との共用検討）、2700-2900MHz（空港監視レーダーとの共用検討）、3400-3700MHz（陸上、
海上、航空レーダーとの共用検討）、3400-4200MHz及び4500-4800MHz（固定衛星業務との共用検討）について、共
用検討レポートが2007年6月のSG8で承認

（参考）WRC-07の結果（新たにIMTに特定された周波数）

① 3400 - 3600MHz ② 2300 - 2400MHz      ③ 698 - 806MHz ④ 450 - 470MHz

IMT-2000の高度化及びIMT-Advancedで提供されるサービスに関する勧告

○ IMT-2000の高度化及びIMT-Advancedで提供されるサービスのフレームワークに関して検討

○ IMT-2000の高度化及びIMT-Advancedは、高品質映像伝送、音声、インターネット接続、ITS(高度道路
交通システム)、モバイルコマースなどの様々なサービスが提供可能であること等をサービスの要求条
件とする勧告を2007年5月のWP8Fで作成、同年10月に郵便投票で承認

1 10 100 1000

移動速度

高速

低速

高度化

IMT-2000 高度化
IMT-2000

通信速度 (Mb/s)

New Nomadic / Local Area
Wireless Access

New 
Mobile 
Access

ITU-R Rec.M.1645

場所やユーザーを特定せずに、ネットワークに相互接続できるよう
なシステム間の相互連結を示す。

IMT-Advancedの能力の範囲

IMT-Advancedで実現

される新たな能力

1 10 100 1000

移動速度

高速

低速

高度化

IMT-2000 高度化
IMT-2000

通信速度 (Mb/s)

New Nomadic / Local Area
Wireless Access

New 
Mobile 
Access

ITU-R Rec.M.1645

場所やユーザーを特定せずに、ネットワークに相互接続できるよう
なシステム間の相互連結を示す。

IMT-Advancedの能力の範囲

IMT-Advancedで実現

される新たな能力

主な検討項目の審議概要 ～ IMT-2000の高度化及びその後継システムに関する検討（ＳＧ８関連） ～
別紙１２
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IMT-Advancedの無線インタフェースの標準化に向けた検討

○ IMT-Advancedの開発のプロセスの原則に関する決議（RA-07で承認）
・IMT-Advancedの無線インタフェース技術の提案方法及び今後の標準化プロセス等について記載

○ IMT-Advancedの候補無線インタフェース技術の提案を募集するための回章文書の作成を検討

○ IMT-Advancedの無線インタフェースの候補技術の技術的要求条件に関するレポート、IMT-Advanced
の無線インタフェースの候補技術の評価方法を規定する文書の作成に向けて審議中

IMTIMT

IMTIMT--20002000 IMTIMT--AdvancedAdvanced

○ IMT-2000の後継システム(Systems beyond IMT-2000)の
名称を「IMT-Advanced」とし、IMT-2000及びIMT-
Advancedを「IMT」と総称

IMTの名称に関する決議（RA-07で承認）

IMT-2000の無線インタフェースに関する検討
（RA-07で承認）

IMT-2000の無線インタフェースを規定する勧告について

○ IMT-2000の既存無線インタフェースの高度化

○ 新たな無線インタフェースとしてIMT-2000 OFDMA 
TDD WMAN（通称、Mobile WiMAX）の追加

を検討し、改訂

新無線インタフェースの追加
Mobile WiMAX TDD
「IMT-2000 OFDMA TDD WMAN」

W-CDMA

CDMA2000

複数の利用者を
コードで識別して
収容する方式

DS-CDMAFDDCDMA
送受信で異なる周波
数を利用する方式

送受信で同じ周波数
を利用する方式

国際標準

TDMA

複数の利用者を時
間を区切って収容
する方式

TDD

MC-CDMA

ｼﾝｸﾞﾙｷｬﾘｱTDMA

ﾏﾙﾁｷｬﾘｱTDMA

既
存
無
線
イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス
の
高
度
化

TDD

主な検討項目の審議概要 ～ IMT-2000の高度化及びその後継システムに関する検討（ＳＧ８関連） ～
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SG8では、RNSS（無線航行衛星業務）システムと他業務との共用検討に用いるパラメータを検討している。我
が国はRNSSシステムとして準天頂衛星システムの開発に取り組んでおり、RNSS保護のため、準天頂衛星
のパラメータを積極的に提案している。

日本寄与文書により準天頂衛星のパラメータを提案する主な勧告日本寄与文書により準天頂衛星のパラメータを提案する主な勧告

【ITU-R勧告M.1088： 1215-1300MHz帯のRNSS（宇宙から地球）の地球局受信機特性及び保護基準】
⇒準天頂衛星の受信機特性を追加（PDNR※）

【ITU-R勧告M.1477： 1559-1610MHz帯のRNSS（宇宙から地球）の地球局受信機特性及び保護基準】
⇒準天頂衛星の受信機特性を追加（PDNR※）

【ITU-R勧告M.[CHAR-RX3]： 1164-1215MHz帯のRNSSの地球局受信機特性及び保護基準】
⇒準天頂衛星の受信機特性を追加（PDNR※）

M.[RNSS_ORG]（表1、2及び3の勧告全体の構成を示す勧告）勧告全体構成

M.[1317_NEW]送信衛星特性

M.[1479_NEW]衛星搭載受信機特性

M.[1477_NEW]M.[1088_NEW]M.[CHAR-RX3]受信地球局特性

1559-16101215-13001164-1215周波数帯
（MHz）

M.1831（M.[RNSS_COORD_METHOD]）
（適用周波数帯は厳密に定義されていない。現状では、5000-5010MHz帯は未定）

5000-5010

RNSS間干渉調整方法

M.1318-1（M.[1318_NEW]）干渉モデル

5010-50301559-16101215-13001164-1215周波数帯
（MHz）

※ これらの勧告の改定に当たっては、変更箇所が多いため、新勧告案として審議し、SG8に

提出する際に既存勧告と置き換えることが合意されている。

表1 RNSS関連勧告の体系(1/3)

表2 RNSS関連勧告の体系(2/3)

表3 RNSS関連勧告の体系(3/3)

注：表1の勧告は、

パッケージとして取り
扱われる。但し、
M.[1479_NEW]につ

いては、パッケージか
ら外すこともあり得る。

45°

静止軌道

円軌道衛星

45°45°

準天頂衛星

【準天頂衛星システムの概要】
静止軌道を約45度傾けた軌道に、3機の衛星を軌道面を120度
ずつずらして配置することにより、常に1つの衛星が日本の天頂

付近に滞留する衛星通信システム。

N/AM.[E-S Tx+Rx]アップリンク特性
（送信地球局及び受信衛星特性）

M.[S-E Rx+Tx]N/A]ダウンリンク特性
（送信衛星局及び受信地球局）

5010-50305000-5010周波数帯
（MHz）

主な検討項目の審議概要 ～ RNSSシステムの共用検討(SG8関連) ～
別紙１３
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◆ミリ波通信システムの標準化◆
57GHz以上の周波数を使用した固定無線システムの技術的特性について検討を行い、電波伝搬の基本特性、シス

テム設計に必要なパラメータ等の技術的特性、応用例などをとりまとめている。
我が国からは、ARIB標準T-69に基づく60GHz帯ミリ波方式の基本諸元や、ミリ波縦系無線リンク（Vertically-

Connected Wireless Link: VCWL）の応用例を提供など、積極的に貢献。報告（report）として取りまとめられた。

◆光空間通信システムの標準化◆
3000GHz以上の周波数(光空間通信:free space optical links)を使用した固定無線システムの技術的特性につい

て検討を行い、電波伝搬の基本特性、システム設計に必要なパラメータ等の技術的特性、応用例などをとりまとめ
ている。

我が国からは、近赤外線領域（波長780-800 nm）における光波減衰量と降雨強度の関係を示す実測データの提供
や我が国で導入されている例（高知県）を紹介するなど、積極的に貢献。報告（report）として取りまとめられた。

◆ミリ波通信システムの標準化◆
57GHz以上の周波数を使用した固定無線システムの技術的特性について検討を行い、電波伝搬の基本特性、シス

テム設計に必要なパラメータ等の技術的特性、応用例などをとりまとめている。
我が国からは、ARIB標準T-69に基づく60GHz帯ミリ波方式の基本諸元や、ミリ波縦系無線リンク（Vertically-

Connected Wireless Link: VCWL）の応用例を提供など、積極的に貢献。報告（report）として取りまとめられた。

◆光空間通信システムの標準化◆
3000GHz以上の周波数(光空間通信:free space optical links)を使用した固定無線システムの技術的特性につい

て検討を行い、電波伝搬の基本特性、システム設計に必要なパラメータ等の技術的特性、応用例などをとりまとめ
ている。

我が国からは、近赤外線領域（波長780-800 nm）における光波減衰量と降雨強度の関係を示す実測データの提供
や我が国で導入されている例（高知県）を紹介するなど、積極的に貢献。報告（report）として取りまとめられた。

ミリ波縦系無線リンク 光空間通信システムの例（高知県）

 

TV TV Tuner Receiver 

受信設備構成
Free-Space Optical Linkkm

Cable Link

主な検討項目の審議概要 ～ ミリ波通信・光空間通信システムの標準化（ＳＧ９関連） ～
別紙１４
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主な検討項目の審議概要 ～ SG構成の再編について（ＲＡＧ関連） ～

BR局長（Timofeev氏（露））の提案の下、ＲＡＧ会合（２００７年２月）、及びRAー０７に向けた２回の非公式会合（同年２月及
び９月）において、財政負担軽減、ITU-R活動の効率化及び新たな無線通信技術に対応することを目的としたSGの再編につ
いて検討を行い、再編案②に基づき、本年１０月に開催されたＲＡ－０７においてＳＧを再編した。

○ 従来のSG4、SG8及びSG9を、地上系業務を扱うSG（新たにSG5と命名された。）と衛星業務を扱うSGの２つ
に再編し、合計６つのSG構成となった。

RA-07での結果

ＳＧ１ 周波数計画、利用、

技術、分配及び監視

ＳＧ３ 電波伝搬ＳＧ３ 電波伝搬

ＳＧ７ 科学業務ＳＧ７ 科学業務

ＳＧ６ 放送業務（地上放送、スタジオ技術、衛星放送）ＳＧ６ 放送業務（地上放送、スタジオ技術、衛星放送）

再編案①

Study Group DStudy Group D （基盤ネットワーク）（基盤ネットワーク）
FSS（4Aと4B）
放送衛星（6S）

固定間通信ｲﾝﾌﾗ：ﾁｬﾝﾈﾘﾝｸﾞ、特性（9A,9B）
他業務との共用検討(4-9Sと9D)
短波帯の固定業務（9C）
ｱﾏﾁｭｱ、ｱﾏﾁｭｱ衛星（8A）

Study Group CStudy Group C （アクセス）（アクセス）
IMT-2000, Advanced（地上ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ）(8F)
移動衛星業務、測位衛星業務(8D)
FWA(9B,9A)
地上移動業務ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ(8A)
海上、航空、測位、気象レーダー(8B)

Study Group DStudy Group D （基盤ネットワーク）（基盤ネットワーク）
FSS（4Aと4B）
放送衛星（6S）

固定間通信ｲﾝﾌﾗ：ﾁｬﾝﾈﾘﾝｸﾞ、特性（9A,9B）
他業務との共用検討(4-9Sと9D)
短波帯の固定業務（9C）
ｱﾏﾁｭｱ、ｱﾏﾁｭｱ衛星（8A）

Study Group CStudy Group C （アクセス）（アクセス）
IMT-2000, Advanced（地上ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ）(8F)
移動衛星業務、測位衛星業務(8D)
FWA(9B,9A)
地上移動業務ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ(8A)
海上、航空、測位、気象レーダー(8B)

再編案②

Study Group DStudy Group D （（衛星衛星））
FSS（4Aと4B）
放送衛星（6S）

移動衛星業務、測位衛星業務（８D）
他業務との共用検討(4-9Sと9D)

Study Group CStudy Group C （（地上地上））
IMT-2000, Advanced（地上ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ）（8F）

固定間通信ｲﾝﾌﾗとFWA（9Bと9A）、共用検討
(4-9Sと9D)
ｱﾏﾁｭｱ、ｱﾏﾁｭｱ衛星（8A）
短波帯の固定業務（9C）
地上移動業務ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ（８A）
海上、航空、測位、気象レーダー（８B）

Study Group DStudy Group D （（衛星衛星））
FSS（4Aと4B）
放送衛星（6S）

移動衛星業務、測位衛星業務（８D）
他業務との共用検討(4-9Sと9D)

Study Group CStudy Group C （（地上地上））
IMT-2000, Advanced（地上ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ）（8F）

固定間通信ｲﾝﾌﾗとFWA（9Bと9A）、共用検討
(4-9Sと9D)
ｱﾏﾁｭｱ、ｱﾏﾁｭｱ衛星（8A）
短波帯の固定業務（9C）
地上移動業務ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ（８A）
海上、航空、測位、気象レーダー（８B）

無線通信総会 ＲＡ
研究課題設定、勧告の承認等 ２～３年毎に開催

ＳＧ９ 固定業務

ＳＧ８ 移動業務、無線測位業務、アマチュア業務

及び関連する衛星業務

ＳＧ８ 移動業務、無線測位業務、アマチュア業務

及び関連する衛星業務

ＳＧ４ 固定衛星業務

・
Ｓ
Ｇ
を
ま
た
ぐ
技
術
が
出
現

・
技
術
の
区
分
け
が
あ
い
ま
い
に
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RA会合 全SG関連会合

注１ 各会合で発表される出席者リストをもとに、メンバーステイトの出席者数をカウント。（実質的にセクターメンバも多数含まれる。）
注２ 北米はアメリカ、カナダ、欧はイギリス、フランス、ドイツ、イタリアの出席者の合計を示す。
注３ SG・WG会合の出席者数をカウントし、TG等の合同会合の出席者数をカウントしていない。ただし、出席者リストが公開されていない会合についてはカウントしていない。

ITU-R SG会合等への出席者数の推移

ここ数年間、会合あたりの出席者数はやや増加の傾向。
中国・韓国が出席者数・比率を伸ばす一方、欧米の人数は横ばい、比率はやや減少傾向にある。
なお、2006年は日本及び韓国で会合を開催したことにより、日中韓の比重が特に高い。

開催年 会合数 会合あたりの出席者数

2003 42 67.5
2004 56 66.0
2005 55 67.8
2006 48 72.6
2007 35 72.2

開催年 会合数 出席者数
2000 1 369
2003 1 368
2007 1 460

会合出席者の割合
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参考１
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ITU-R SG会合等への出席者数の推移

SG6関連会合 SG8関連会合 SG9関連会合

会合出席者数には、SG6（放送）、SG8（移動）、SG9（固定）関係会合の占める割合が高い。

移動通信関係では、中国・韓国は出席者・比率ともに増加傾向。その他の主要国の占める比率は、
減少傾向にある。
放送・固定関係では全体的に大きな変化は見られない中で、中国の伸びが目立つ。
なお、2006年には、SG9は日本にて、SG6は韓国にて、それぞれ関連会合を開催している。

開催年 会合数 会合あたりの出席者数

2003 13 66.6
2004 16 56.7
2005 14 58.1
2006 15 55.4
2007 7 55.6

開催年 会合数 会合あたりの出席者数

2003 8 92.1
2004 7 128.4
2005 10 128.0
2006 11 121.2
2007 6 142.2

開催年 会合数 会合あたりの出席者数

2003 4 56.3
2004 9 56.2
2005 9 52.0
2006 5 62.4
2007 5 55.6

注１ 各会合で発表される出席者リストをもとに、メンバーステイトの出席者数をカウント。（実質的にセクターメンバも多数含まれる。）
注２ 北米はアメリカ、カナダ、欧はイギリス、フランス、ドイツ、イタリアの出席者の合計を示す。
注３ SG・WG会合の出席者数をカウントし、TG等の合同会合の出席者数をカウントしていない。ただし、出席者リストが公開されていない会合についてはカウントしていない。
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主要SGの傾向
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